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１．緩和策と適応策とは？
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気候変動（地球温暖化）対策には、

緩和策と適応策の２つがある。

4

気候変動
（地球温暖化）

【緩和策】
温室効果ガスの排出削減と吸収対策

≪例≫
省エネルギー対策
再生可能エネルギーの普及拡大
 CO2の吸収源対策
 CO2の回収・蓄積

【適応策】
悪影響への備えと新しい気候条件の利用

≪例≫

渇水対策
治水対策、洪水危機管理
熱中症予防、感染症対策
農作物の高温障害対策
生態系の保全

人間活動による
温室効果ガス濃度
の上昇を抑制 最大限の緩和策

でも避けられな
い影響を軽減

影響

気候変動への緩和策と適応策の関係

出典：文部科学省・気象庁・環境省、2013、『気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート
日本の気候変動とその影響』（2012年度版）の図に一部加筆



地
域
温
暖
化
対
策

気候（外力）
の変化

・気温、降水、降雪、
日照、風 等

自然影響
・土地、水系、生態
系、生物等への影響

経済社会影響
・地域産業、地域経
済、地域社会、国土基
盤等への影響

生活影響
・健康、安全・安心、
意識・行動、家計
等への影響

・熱中症等健康被害
・エネルギー消費変化

・水質悪化、洪水氾濫
・植生・生息生物変化等

温室効果ガス以外の要因
温室効果ガスの排出
・大気中濃度の増加

・エネルギー消費変化

・ライフライン等の被害
・家計負担・収入の変化

・水害等被害、家計負
担、財産価値の変化

・農林漁業・加工、観
光、工業等へ影響

感受性
・土地利用、近隣関係、過疎
化、過度な外部依存、高齢化等
身体的・社会的弱者増加 等

適応能力
・行政制度、モニタリング、住民
や企業における備え・知識等

脆弱性

緩和策
・温室効果ガスの
排出削減等

適応策
・感受性の改善
・適応能力の向上

緩和策と実施したと
しても回避できない
影響に対して

気候変動の人為的
な要因の改善として

脆弱性の改善による
気候変動と折り合え
る適応社会の実現

再生可能エネルギー
を中心にスリムな低
炭素社会の実現

5

緩和策と適応策の関係（対象とする要因の違い）
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気候外力気候外力の増加と感受性・適応能
力の低下の差（脆弱性）の拡大が危惧される。

出典：九州大学・小松利光先生



３．適応策の基本的考え方
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適応策には、３つのタイプと３つのレベル
がある。

現在及び短期的影響への適応と中・長期
的影響への適応を考える必要がある。
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レベル1
防御

レベル2
影響最小化

レベル3
転換・再構築

適応能力の向上 感受性の改善

タイプ1
人間の命を
守る
（豪雨等）

中小の水・土
砂災害

気候外力の上昇
によりハードで守
れなくなった災害

複合災害などの
想定外の大災害

タイプ2
生活質や産
業を守る（健
康、農業等）

影響が避けら
れる程度の気
候変動

影響が避けられ
ない猛暑

生活の維持の困
難な状態の定常
化

タイプ3
倫理や文化
を大事にする

保護・継承がで
きる程度の気
候変動

保護・継承が一
部でできなくなる
影響

自然や文化等の
維持困難な状態

出典：小松・白井・田中・田村・安原・原澤適応策の3つのタイプと3つのレベル



適応策のレベル

レベル１ 防御 レベル２ 影響最小化 レベル３ 転換・再構築

適応能力の向上 感受性の改善

影
響
の
時
間
ス
ケ
|
ル

現在・
短期
的影
響

中・
長期
的影
響

中・長期的影響への順応型管理
①影響予測に基づく対策代替案の設定
②監視による代替案の選択・実行、見直し
③記録と説明、関係者の参加・学習

既存適応策の強化

①影響評価と適応策の方針作成

②モニタリング体制の整備と進行管理

③適応技術の開発と実証

④適応策の普及（情報・経済・規制的手法）

⑤協働の推進、推進組織の整備

実施すべき適応策の方向性

感受性の
根本改善

①土地利用・地域
構造の再構築

②多様性や柔軟性
のある経済シス
テムへの転換

③弱者に配慮する
コミュニティの
再創造

出典：法政大学作成

感受性の根本改善のイメージ （農業の適応策の場合）
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気温の上昇、
豪雨の増加 等

水循環の影響 農業の被害
・農村経済や
消費者への影響

・農業
用水の
不足等

感受性

●農家高齢化、後継者不足
●農村社会の互助の希薄化
●農地周辺の宅地化
●単一作物・大量生産
○消費者との顔の見える関係

・農作物への影響

・家計
収入減、
支出増

適応能力

○気象情報提供システム整備
○適応技術の開発
○農業共済の整備
●技術の普及施策の未整備
●生産者の適応意識不足

温室効果ガス以外の要因
温室効果ガスの排出
・大気中濃度の増加

抵抗能力（レジリエンス）
適応能力の向上

・改善 ○：プラス面 ●：マイナス面
感受性の改善
・向上



順応型管理のイメージ （農業の適応策の場合の例）
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品種転
換

共
済
強
化

作期
移動

影
響
の
大
き
さ
・
対
策
の
効
果

時 間

影響 農
地
移
転

影
響
の
大
き
さ
・
対
策
の
効
果

時 間

影響

作
付
多
様
化

影
響
の
大
き
さ
・
対
策
の
効
果

時 間

影響

品
物
転
換

肥
料
調
整

・将来の影響のケースを想定し、対策の代替案を用意しておく。
・モニタリングを継続し、早期に用意しておいた対策を実施する。

共
済
強
化

３．行政における適応策
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日本の適応策は、他先進国に比べて５年
は遅れている。

ようやく適応国家戦略の検討が開始され
ている。

一方、適応策に先進的に取り組む地方自
治体も出てきている。



先行自治体における適応策への取組

13

国 契機 計画等 今後の動向

東京都 ・世界の大都市
のネットワークで
あるC40で適応
策を議論（2008）

・『東京都環境基本計画』（2008）、『10
年後の東京への実行プログラム2011』
（2010）に適応策を盛り込み
・将来影響予測（2009～2012）

・個別部局と適応策
の具体化を研究中

埼玉県 ・猛暑による農業
被害等の深刻化、
県環境研による
レポート作成

・埼玉県環境科学国際センター『緊急レ
ポート 地球温暖化の埼玉県への影響』
作成、「ストップ温暖化・埼玉ナビゲー
ション2050」に適応策を盛り込み、温暖
化条例に適応策を明示（2008）

・温暖化計画改定
の一環として、「適
応策専門部会」を設
置し、検討中

長野県 ・山岳生態系の
問題等を中心に、
県環境研による
研究着手

・長野県環境保全研究所の温暖化研究
・『長野県環境エネルギー戦略～第三
次長野県地球温暖化防止県民計画～』
（2013）における適応策の位置づけ

・「気候変動モニタリ
ング（観測）体制」と
「信州・気候変動適
応プラットフォーム」
の立ち上げ検討中

その他 三重県：コンサルタント委託、気候変動影響に関する総合調査を実施（2012～）
滋賀県：環境総合計画（2009）、温暖化関連条例（2011）に適応策を位置付け
その他：温暖化関連条例に適応策を位置付けているのは、埼玉県、滋賀県の
他、京都府、鹿児島県。適応策を計画に位置付けているのは、東京都、埼玉県、
長野県、滋賀県の他に長崎県、沖縄県。

ガイドラインの作成方法
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適応策検討の手順
の設定

●環境省「気候変動適応の方向性」（2010年）及び
海外の地方自治体の適応策に関する関連文献等
を踏まえて

長野県での
モデルスタディ

●2010～2011年度に長野県環境保全研究所を
主体とした，長野県の関連する行政分野における
気候変動の将来影響の評価と適応策の検討
（モデルスタディ）の実施

適応策ガイドライン
ＶＥＲ．１の作成

●検討手順の見直し，検討成果例の盛り込み
特に長野県での具体的な検討例や適応策導入
における課題とその解決方法等を例示

適応策ガイドライン
ＶＥＲ．２の作成

●S8内外との意見交換を経て、
2013年11月の地域適応フォーラム
で公開予定（2013年度）

S8内外での
意見交換

●S8内での影響分野別WGでの検討,適応策先行
地域との意見交換（2012年度）
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構成
第Ⅰ編 適応策の基本的考え方とガイドラインの使い方

第Ⅱ編 適応策検討の進め方とまとめ方

１．ガイドラインの作り方と使い方

１．適応策に関する知識と認識の共有

２．気候変動影響のリスク
の把握・整理

３．既往の適応策の点検と
追加的に実施すべき施策の整理

４．適応策に関する基本方針の検討

６．適応策の基本方針の策定
と進行管理

５．利害関係者との
リスクコミュニケーション

２．適応策の基本的
考え方

３．適応策の検討
成果について

４．“追加的適応策”
の具体像
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影響分野 影響評価 施策の実
施
状況

検討課題現在及び短
期的影響

将来影響の
評価

農業・
食糧

・水稲、果樹、
高原野菜等
へ影響あり

・コメの収量
増加、りんご
の生息適地
の移動

・農業試験
場 を 中 心
に技術開
発が実施

・適応技術の普及のための施
策の創出、長期予測に基づく
順応型管理の具体化等

水環境・
水資源

・ 特 に 観 測
データなし

・懸濁物質の
増加が予測

・特になし ・気候変動の影響評価から実
施

水災害・
沿岸被害

・被害の増加
傾向は明確
ではない。

・斜面崩壊の
リスクが増
加

・洪水、土
砂対策の
強化

・気候変動の影響評価を踏ま
えた既往適応策の強化を検
討

森林・

自然生態
系

・松くい虫、鳥
獣被害が懸
念される状
況である。

・ブナ等の生
育適域の減
少が予測

・影響研究
はあるが、
適応策は
検討中

・将来予測結果をもとに、自然
保護区の見直し等の順応型
管理の具体化

健康 ・熱中症患者
数が増加傾
向にある。

・患者数の増
加が予測

・情報提供
が中心

・高齢者単独世帯への支援や
近隣の互助等による熱中症
対策を検討

長野県での適応策の検討課題の検討



４．企業における適応策
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企業における適応策の２つの方向

（１）企業活動の継続のために気候変動への適応策

自社の工場での熱中症や水害の強度の増加等に対応するだけでな
く、海外の調達先等への気候変動の影響についても、ライフサイクルア
セスメントの観点で評価し、適応策を準備する。

（２）製品・サービスを通じた気候変動適応への貢献

気候変動影響への耐性確保（高温耐性の製品等）、気候変動適応を
支援する製品・サービス（熱中症予防グッズ、浸水に強い家等）

適応による差別化、適応による貢献という観点から、能動的な適応策
を検討することが期待される。

企業の業態等によって異なる適応策の方向性
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（１）社会資本関連企業
鉄道・道路、空港・港湾、エネルギー供給、上下水道、廃棄物処理、福祉・医療、教育、住
宅等、社会資本サービスを提供する民間企業。

公共への波及性が大きく、社会資本の維持管理・更新において、短期及び長期的な社会
資本の気候変動対応が必要となる。

（２）地域資源活用企業
農林水産業及びその加工関連産業、観光産業など、地域資源を活用する地域の自然に
密着する企業（伝統文化産業）。

地域の固有性や文化を継承する存在としても重要であり、地域行政と連携しながら、適応
策への取組を開始していく必要がある。

（３）多国籍企業
海外に生産拠点を持っている製造業、海外からの原材料・製品の輸入に依存している産
業。

一般に途上国においては社会資本整備の遅れ等から、気候変動の影響を受けやすく、そ
うした地域に企業拠点を持つ多国籍企業は、サプライチェーン管理の観点から、気候変動
の影響への適応が望まれる。

（４）技術・サービス移転企業
社会資本整備を行う建設・コンサルタント関連企業。

国内外の気候変動適応策としての社会資本整備、設備導入等を支援する企業。ビジネス
機会を追求するだけでなく、長期的な視点で地域主導の適応策を支援する姿勢が望まれる。



社会資本関連企業
気候変動による社会資本への影響の例
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社会資本 気温の上昇 海面水位の上昇 極端現象の変化

鉄道・道路
交通需要の変化（特
に観光など）

沿岸部に立地する駅
舎・路線などの高潮被
害

施設の損壊、運行への影
響、利用者への影響

強風による構造物の風荷
重増大、通行障害の増大

空港・港湾
交通需要の変化（特
に観光など

沿岸部に立地する港
湾施設・空港施設の高
潮被害

施設の損壊、運行への影
響、利用者への影響

エネルギー
供給

エネルギー需要変化
発電所・石油精製施設
の浸水

沿岸部に立地する発電所
などの高潮被害、電力供
給域内の機能不全

タービン冷却効率（発
電出力）の低下

住宅、病院
高温による入居者・
入所者への影響

沿岸部に立地する施
設の高潮被害による機
能不全

施設損壊、人命への影響

強風による通信の切断、
機能不全

出典）田中・白井編「気候変動に適応する社会」より

地域における気候変動適応ビジネス
のキーワード
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・猛暑でも涼しく過ごせるクールスポット
・夏山冬里生活を支えるシェアハウス

・熱中症にかからない快適なエコハウス

・豪雨でも安全・安心な自動車

・亜熱帯化を先取りする適応農作物

・地域気候ナビゲーション・システム

適応ビジネスにおいても、重要なことは
地域資源と社会関係資本の活用



５．生活者における適応策
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（１）気候変動の影響を知る・自分事にする

（２）現在及び将来の猛暑や水災害から身を守る

（３）食料やエネルギーの自給自足を図る

（４）コミュニティで対応する・近隣関係を高める

（５）外出時の気候災害に気をつける・備える

（６）住まいを選ぶとき、家を建てる時、気候変動の影響を考え
て、選ぶ

（７）気候変動の影響から被害を受けた被災者や農家を支える

（８）自然の変化を知る・情報を得る

（９）自然と謙虚につきあう・自然と共生する暮らしを考える
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豪雨や熱中症等の警報や予報を常に得るよ

うにしている

気候変動に関する影響やその対策に関する

情報を自主的に得るようにしている

現在の熱中症や水災害の被害から身を守る

備えをしている

将来的に影響が深刻になることを考えて、家

族と話し合って、住宅の整備や避難経路…

外出時の熱中症、水災害に常に備え、外出

する時間や経路、外出先を選ぶようにして…

食料やエネルギーの供給停止を考えて、自

宅や地域でのエネルギー備蓄や自給自足…

隣近所や地域団体で、猛暑時や水災害の際

の高齢者等の支援や助け合い等につい…

水災害等の被害拡大、風通しのよさやクー

ルスポットとの隣接等を考慮して、住居や…

全くその通りだ その通りだ まあその通りだ あまりそうではない そうではない 全くそうではない

東京・埼玉・神奈川・長野の住民アンケート（2790サンプル、2014年5月実施）



気候変動の影響を知る、地元学のすすめ

影響を
モニタリングする

影響を共有する 影響の原因や
対策メニュー
を知る

自らの行動
（緩和、適応）
を考える

暮らしの中で
実践する、
他者に呼びかける

●生物の生息
●生物季節
（初鳴き、開花等）
●地域の伝統文化
●農作物
●家計
●エネルギー消費 等

●影響マップの作成
●影響リストによる
チェックと集計

●影響つながり図の作成
等

ワークショップ
フィールドワーク
ホームワーク ワークショップ

フィールドワーク

１ヶ月程度 １回程度 数回程度

パネルシアター

23

６．緩和策と適応策の関係（コベネフィット）

基本的には適応策と緩和策は別ものであ
る。

ただし、具体的な実施施策でみれば、適
応策と緩和策の関係には、トレードオフ、
シナジー・コベネフィットの面がある。

トレードオフを解消し、シナジー・コべフィッ
トを優先する工夫が必要である。

24



政策担当者向け要約の24ページ

「（緩和と適応の）コベネフィットの例としては、

(i) 健康に有害で気候を変える大気汚染物質の排出
を地域で削減するようなエネルギー効率の改善や
クリーン・エネルギー源、

(ii) 都市の緑化や水の再生利用を通じた都市域での
エネルギーや水の消費量の削減、

(iii) 持続可能な農業や森林経営、

(ⅳ)  二酸化炭素貯留や生態系サービスのための自
然生態系の保全、

がある。」 25

IPCCの第5次報告書の第2作業部会報告書

26

（１）自然系システムを人工系システムに置き換えてき
ていることによって、特に都市はエネルギー多消
費構造（非緩和型）であり、また自然の影響に対す
る抵抗力の弱い構造（非適応型）になっている。

自然の水や大気の循環を再生し、緑地を都市に
取り入れることで、ヒートアイランド現象を抑制し、
緩和と適応のコベネフィットを創出できる。

適応策と緩和策の関係に関する私見



27

（２）貿易・移出入が活発化し、地域の自立性が低ま
り、他地域への外部依存性が高まっている状態は
ライフサイクル全体の二酸化炭素排出量が多い。

外部依存状態は、気候変動への影響により外部
からの供給が停止した場合に被害は甚大となる。

外部依存を適正に行いつつも、地域資源を利用し
た水、エネルギー、食糧等の自給率を高めること
が、緩和と適応を両立させる方向として重要であ
る。

適応策と緩和策の関係に関する私見

28

（３）地域経済の衰退、地縁的コミュニティの弱体化、
高齢者や貧困者等の社会的身体的弱者等の増
加、社会経済的な格差の拡大など、社会力・地域
力の低下は、緩和と適応の阻害要因である。

これらの社会的課題を解決すること、すなわち持
続可能な発展を図ることが、緩和と適応の基盤づ
くりとして重要である。

適応策と緩和策の関係に関する私見



まとめ

１．緩和策と適応策とは？

２．適応策の基本的考え方

３．行政における適応策

４．企業における適応策

５．市民における適応策

６．緩和策と適応策の関係（コベネフィット）

29
30

本報告は平成22年度環境研究総合推進費の支
援による「S-8温暖化影響評価・適応政策に関する
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